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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期
第２四半期
連結累計期間

第５期
第２四半期
連結累計期間

第４期
第２四半期
連結会計期間

第５期
第２四半期
連結会計期間

第４期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 37,511 24,175 20,516 11,727 70,033

経常利益（百万円） 1,364 247 721 167 2,049

四半期（当期）純利益（百万円） 531 110 248 79 335

純資産額（百万円） － － 14,006 13,825 13,938

総資産額（百万円） － － 50,950 42,461 48,549

１株当たり純資産額（円） － － 530.22 523.93 528.00

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
20.39 4.24 9.55 3.05 12.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 27.1 32.2 28.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,032 717 － － 4,743

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△530 △1,410 － － △1,719

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△198 61 － － 882

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 4,505 6,477 7,109

従業員数（人） － － 1,022 1,071 1,064

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,071(162)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第２四半

期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 506 (67)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外

数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

基礎工事関連事業   

コンクリート杭（百万円） 3,192 56.7

その他事業（百万円） 8 30.5

合計（百万円） 3,201 56.6

　（注）１．金額は、製造原価によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメ
ントの名称

受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

基礎工事関連事業 　 　 　 　

コンクリート杭 7,852 51.9 8,058 55.8

鋼管杭 636 109.4 1,831 86.3

場所打杭 1,333 52.3 1,334 57.6

その他事業 20 25.4 38 43.7

合計 9,842 53.7 11,262 59.4

　（注）１．受注金額には、工事代金が含まれております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

基礎工事関連事業   

コンクリート杭（百万円） 8,993 54.2

鋼管杭（百万円） 1,597 140.5

場所打杭（百万円） 1,105 41.7

その他事業（百万円） 30 25.7

合計（百万円） 11,727 57.2

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありませんので、記載を省略

しております。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、在庫調整の進展や経済対策の効果等により一部に回復の兆

しは見られるものの、雇用情勢などは一層厳しさを増し、設備投資も依然として低水準で推移いたしました。ま

た、建設業界につきましても民間受注は引き続き低調に推移し、価格競争も一段と激化しました。

　このような経営環境のもと、当社グループは事業構造の見直しによるコストダウンや経費削減を徹底するとと

もに、お客様に満足いただける製品・施工品質の維持・向上に取り組んでまいりました。しかしながら景気後退

により、当社が積極的投資を進めてきた大径杭を使用する大型物件を中心に需要減少の影響は大きく、売上高は

117億27百万円（前年同四半期比42.8％減）と大幅な減収となりました。また利益面でも、販管費の削減に努めた

ものの減収の影響はカバーしきれず、営業利益は90百万円（同85.2％減）、経常利益167百万円（同76.8％減）、

四半期純利益79百万円（同68.1％減）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は64億77百万円とな

り、第１四半期連結会計期間末より７億20百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における営業活動において得られた資金は、前年同四半期比１億１百万円減少し

22億43百万円となりました。この要因は未成工事受入金の減少５億44百万円、支払手形及び買掛金等の仕入債

務の減少５億41百万円などにより減少したものの、前第４四半期の完成工事未収入金の回収を主とした売上債

権の減少28億97百万円により増加したことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動において使用した資金は、前年同四半期比２億94百万円増加し

７億72百万円となりました。この要因は、前連結会計年度に行ったジャパンパイル製造㈱山梨工場の大径杭専

用工場化への設備投資が決済を迎えたことなどによって14億73百万円減少した一方で、セール・アンド・リー

スバックによる売却収入によって７億32百万円増加したことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動において使用した資金は、前年同四半期比４億69百万円増加し

７億50百万円となりました。この要因は長期借入金の実行により３億95百万円増加したものの、長期借入金の

返済５億83百万円、短期借入金の返済３億60百万円により減少したことなどによるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億23百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5）財政状態の分析

　当第２四半期末における総資産は、前連結会計年度末に比べ60億88百万円減少し424億61百万円となりました。

主な要因は、売上高減少に伴う受取手形及び売掛金の減少42億77百万円、未成工事支出金や製品など、たな卸資産

の減少13億26百万円などによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ59億74百万円減少し286億35百万円となりました。主な要因は、リース債務

が８億97百万円増加しましたが、支払手形及び買掛金が26億39百万円、ファクタリング未払金が27億84百万円減

少したことなどによるものであります。

　純資産は、当四半期純利益計上による増加１億10百万円、その他有価証券評価差額金の増加96百万円、配当金の

支払いによる減少３億12百万円等の結果、前連結会計年度末に比べ１億13百万円減少し138億25百万円となりま

した。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設ついて、

完了したものは次のとおりであります。なお、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。

　新設

　当社施工本部において前四半期会計期間末において計画しておりました施工機材の新設については、平成21年

８月に完了しております。なお、完成後の増加能力に重要な影響はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 26,151,292 26,151,292

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第二部

単元株式数

１００株　

計 26,151,292 26,151,292 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 26,151,292 － 2,815 － 4,832
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

太平洋セメント㈱ 東京都港区台場二丁目３番５号　　 2,507 9.6

㈱藪内興産 兵庫県宝塚市雲雀丘二丁目６番30号 1,858 7.1

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,208 4.6

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 1,205 4.6

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,110 4.2

ＪＦＥスチール㈱ 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 1,055 4.0

ジャパンパイルグループ取引先持

株会
東京都中央区日本橋浜町二丁目１番１号 826 3.2

大洋薬品工業㈱ 名古屋市中村区太閤一丁目24番11号 784 3.0

ジャパンパイルグループ社員持株

会
東京都中央区日本橋浜町二丁目１番１号 639 2.4

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 571 2.2

計 － 11,767 45.0

　（注）　株式会社りそな銀行及びその共同保有者である預金保険機構から平成21年４月21日付の大量保有報告書の写し

の送付があり、平成21年４月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 株式　1,630,500 6.23

預金保険機構 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 株式　　355,000 1.36
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式      68,700

　　　　　　　
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  26,077,900 260,729 －

単元未満株式 普通株式　　　 4,692 － －

発行済株式総数 26,151,292 － －

総株主の議決権 － 260,729 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数50個が含まれておりません。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ジャパンパイル㈱
東京都中央区日本橋

浜町二丁目１番１号
68,700 － 68,700 0.26

計 － 68,700 － 68,700 0.26

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 335 295 381 344 332 316

最低（円） 275 274 292 290 265 264

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,577 7,259

受取手形及び売掛金 14,465 18,742

未成工事支出金 1,387 2,040

商品及び製品 2,387 2,977

原材料及び貯蔵品 584 667

その他 557 1,201

貸倒引当金 △104 △221

流動資産合計 25,853 32,668

固定資産

有形固定資産

土地 4,842 4,817

その他（純額） 8,595 8,076

有形固定資産合計 ※1
 13,438

※1
 12,893

無形固定資産

のれん 231 247

その他 319 326

無形固定資産合計 550 574

投資その他の資産

その他 3,053 3,154

貸倒引当金 △447 △754

投資その他の資産合計 2,605 2,399

固定資産合計 16,594 15,867

繰延資産 12 13

資産合計 42,461 48,549
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,370 7,009

ファクタリング未払金 9,201 11,986

短期借入金 1,740 1,560

1年内返済予定の長期借入金 1,715 1,238

1年内償還予定の社債 300 300

未払法人税等 384 724

賞与引当金 － 422

その他 1,487 2,444

流動負債合計 19,198 25,686

固定負債

社債 560 710

長期借入金 3,290 3,325

退職給付引当金 208 172

役員退職慰労引当金 147 121

負ののれん 1,652 1,799

その他 3,578 2,795

固定負債合計 9,436 8,924

負債合計 28,635 34,610

純資産の部

株主資本

資本金 2,815 2,815

資本剰余金 4,348 4,348

利益剰余金 6,670 6,873

自己株式 △50 △50

株主資本合計 13,784 13,987

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △119 △215

評価・換算差額等合計 △119 △215

少数株主持分 159 167

純資産合計 13,825 13,938

負債純資産合計 42,461 48,549
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 37,511 24,175

売上原価 32,147 20,746

売上総利益 5,363 3,429

販売費及び一般管理費 ※1
 4,185

※1
 3,328

営業利益 1,177 100

営業外収益

受取利息 5 2

受取配当金 17 13

負ののれん償却額 147 147

その他 94 111

営業外収益合計 264 275

営業外費用

支払利息 63 92

その他 13 36

営業外費用合計 77 128

経常利益 1,364 247

特別利益

固定資産売却益 28 0

投資有価証券売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 － 109

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 － ※2
 78

償却債権取立益 － 15

特別利益合計 28 204

特別損失

固定資産売却損 2 －

固定資産除却損 29 7

投資有価証券評価損 186 0

災害による損失 － 5

特別損失合計 218 13

税金等調整前四半期純利益 1,174 438

法人税等 ※3
 645

※3
 336

少数株主損失（△） △1 △7

四半期純利益 531 110
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 20,516 11,727

売上原価 17,675 10,131

売上総利益 2,841 1,596

販売費及び一般管理費 ※1
 2,227

※1
 1,505

営業利益 614 90

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 1 1

負ののれん償却額 73 73

その他 69 72

営業外収益合計 147 147

営業外費用

支払利息 34 47

その他 6 24

営業外費用合計 40 71

経常利益 721 167

特別利益

固定資産売却益 28 0

投資有価証券売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 － 31

償却債権取立益 － 15

特別利益合計 28 47

特別損失

固定資産売却損 2 －

固定資産除却損 23 2

投資有価証券評価損 186 －

災害による損失 － 5

特別損失合計 212 7

税金等調整前四半期純利益 537 207

法人税等 ※2
 300

※2
 131

少数株主損失（△） △12 △4

四半期純利益 248 79
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,174 438

減価償却費 709 752

社債発行費償却 1 1

のれん及び負ののれん償却額 △131 △131

貸倒引当金の増減額（△は減少） 328 △423

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 △422

退職給付引当金の増減額（△は減少） 34 35

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 24 26

受取利息及び受取配当金 △22 △15

支払利息 63 92

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 186 0

有形固定資産除却損 29 7

有形固定資産売却損益（△は益） △25 △0

災害損失 － 5

売上債権の増減額（△は増加） △4,555 4,277

たな卸資産の増減額（△は増加） 208 1,326

仕入債務の増減額（△は減少） 393 △2,639

ファクタリング未払金の増減額（△は減少） 3,689 △1,753

未成工事受入金の増減額（△は減少） △15 105

未払消費税等の増減額（△は減少） 128 △198

その他 △101 42

小計 2,127 1,527

利息及び配当金の受取額 22 15

利息の支払額 △77 △92

災害損失の支払額 － △52

法人税等の支払額 △40 △680

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,032 717

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △70 △30

定期預金の払戻による収入 70 80

有形固定資産の取得による支出 △872 △2,077

有形固定資産の売却による収入 413 735

有形固定資産の除却による支出 － △5

無形固定資産の取得による支出 △23 △17

投資有価証券の取得による支出 △59 △101

投資有価証券の売却による収入 0 1

貸付けによる支出 △5 △7

貸付金の回収による収入 16 12

投資活動によるキャッシュ・フロー △530 △1,410
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △220 180

長期借入れによる収入 400 1,395

長期借入金の返済による支出 △645 △953

社債の発行による収入 684 －

社債の償還による支出 △80 △150

リース債務の返済による支出 △24 △97

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △312 △312

財務活動によるキャッシュ・フロー △198 61

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,303 △631

現金及び現金同等物の期首残高 3,202 7,109

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,505

※
 6,477
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりまし

たが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年

12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間の期首に

存在する工事契約を含むすべての工事契約において、当第２四半期連結会計期間末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは杭施工本数比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は961百万円増加、営業利益及び経常

利益はそれぞれ105百万円増加し、税金等調整前四半期純利益は183百万円増加してお

ります。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令題50号）の適用に伴い、前第２四半期連結会計期間において、「製品」として掲記されていたものは、当第２四半

期連結会計期間は「商品及び製品」、また、前第２四半期連結会計期間において、「原材料」「貯蔵品」として掲記

されていたものは、当第２四半期連結会計期間は「原材料及び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当第２

四半期連結会計期間に含まれる「製品」「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ2,387百万円、391百万円、192百万円であ

ります。

２．前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産に含めて表示しておりました「土地」は、資産総額の100分の

10を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前第２四半期連結会計期間の

有形固定資産に含まれる「土地」は4,806百万円であります。

【簡便な会計処理】

　一部簡便な会計処理を適用しておりますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、24,229百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、23,554百万円であ

ります。

　２　受取手形裏書譲渡高は、73百万円であります。 　２　受取手形裏書譲渡高は、127百万円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員従業員給与 1,646百万円

賞与引当金繰入額 234 

退職給付費用 42 

役員退職慰労引当金繰入額 39 

貸倒引当金繰入額 483 

研究開発費 231 

のれん償却額 15 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員従業員給与 1,658百万円

賞与引当金繰入額 － 

退職給付費用 53 

役員退職慰労引当金繰入額 30 

貸倒引当金繰入額 3 

研究開発費 196 

のれん償却額 15 

――――――　 ※２　工事契約会計基準の適用に伴う影響額は、「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）第25項に基づき、平成21年４月１日時点で

存在するすべての工事契約について同会計基準を適用

したことによる過年度の工事の進捗に見合う利益であ

ります。

　なお、過年度の工事の進捗に対応する工事収益の額及

び工事原価の額は、それぞれ373百万円及び294百万円

であります。

※３　当第２四半期連結累計期間における税金費用につい

ては、簡便法による税効果会計を適用しているため、法

人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しておりま

す。

※３　　　　　　　　　　同左

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員従業員給与 806百万円

賞与引当金繰入額 123 

退職給付費用 26 

役員退職慰労引当金繰入額 18 

貸倒引当金繰入額 440 

研究開発費 70 

のれん償却額 7 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員従業員給与 815百万円

賞与引当金繰入額 △118 

退職給付費用 26 

役員退職慰労引当金繰入額 14 

貸倒引当金繰入額 － 

研究開発費 123 

のれん償却額 7 

※２　当第２四半期連結会計期間における税金費用につい

ては、簡便法による税効果会計を適用しているため、法

人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しておりま

す。

※２　　　　　　　　　　同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 4,765

預入期間が３か月を超える定期預金 △260

現金及び現金同等物 4,505

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 6,577

預入期間が３か月を超える定期預金 △100

現金及び現金同等物 6,477

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 26,151千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 68千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年５月22日

取締役会
普通株式 312 12.0 平成21年３月31日 平成21年６月12日利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　基礎工事関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 523.93円 １株当たり純資産額 528.00円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 20.39円 １株当たり四半期純利益金額 4.24円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 531 110

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 531 110

期中平均株式数（千株） 26,082 26,082

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9.55円 １株当たり四半期純利益金額 3.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 248 79

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 248 79

期中平均株式数（千株） 26,082 26,082
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　提出会社は、平成21年10月23日開催の取締役会において、当社の子会社であるジャパンパイル製造㈱の青森工場及び滋

賀第二工場をそれぞれ平成22年１月末、平成21年10月末に閉鎖することを決議いたしました。

１．工場閉鎖の理由

(1）青森工場

　青森工場は東北・関東地区を中心とするマーケットに対してコンクリートパイルの供給を行っておりますが、東

北地区は需要が低迷しているうえ、最大の需要地である首都圏までは運賃が嵩む傾向にあり、比較的優勢な福島・

茨城の両工場に経営資源を集約することによって生産性の向上や運賃削減などを図るため、青森工場の閉鎖を決定

いたしました。

(2）滋賀第二工場

　滋賀第二工場は中部・関西地区を中心とするマーケットに対してコンクリートパイルの供給を行っております

が、平成17年の企業再編に伴い、同地区に滋賀第一工場、八洲コンクリート工業㈱との３工場が並存している状態で

ありました。昨今の需要低迷によって稼働率が低下するなか、滋賀第一工場に経営資源を集約することによって生

産性の向上やコスト削減による競争力強化のため、滋賀第二工場の閉鎖を決定いたしました。

２．各工場の概要（平成21年３月31日現在）

(1）青森工場

　所在地　青森県三戸郡南部町相内字鴨ノ首41－２

　事業内容　コンクリートパイルの製造

　有形固定資産　162百万円

　生産実績　13千トン（平成21年３月期）

　従業員数　16名

(2）滋賀第二工場

　所在地　滋賀県愛知郡愛荘町栗田176－１

　事業内容　コンクリートパイルの製造

　有形固定資産　220百万円

　生産実績　41千トン（平成21年３月期）

　従業員数　18名

３．操業停止が営業活動等へ及ぼす重要な影響

　青森工場で製造する製品については福島・茨城工場他へ、滋賀第二工場で製造する製品については滋賀第一・岐阜

・兵庫工場へ移管するため、製品の供給能力へ与える影響は軽微であります。

４．損益に与える影響

　両工場閉鎖に伴う今後の財政状態及び経営成績に与える影響は現時点で見積もることは困難でありますが、製造ラ

インの移設費用などが発生する見込みであります。

５．その他

　両工場の有形固定資産（建物及び土地を除く）の一部は、移管先を始めとする工場へ移設を予定しており、後利用に

ついては検討中であります。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

ジャパンパイル株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　嘉章　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市之瀬　申　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンパイル株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンパイル株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

ジャパンパイル株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　嘉章　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市之瀬　申　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンパイル株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンパイル株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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